
 特別養護老人ホーム白朋苑 指定通所介護事業運営規程 

 

（目  的） 

第１条 社会福祉法人横浜大陽会が開設する白朋苑デイサービスセンター（以下「事業

所」という。）が行う指定通所介護の事業（以下、「事業」という。）の適正な運営を確

保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護職員が、要介護状

態にある高齢者に対し、適正な指定通所介護を提供することを目的とする。  

 

（基本方針） 

第２条  

１．利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、必要な日常生活上の援助及び機能訓練を行うことにより、利

用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神

的負担の軽減を図る。 

２．事業は、要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、

計画的に行うとともに、事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、市町

村、地域包括支援センター、老人介護支援センター、居宅介護支援事業者、他の居宅

サービス事業者、その他の保険・医療・福祉サービスを提供する者、住民による自発

的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取り組みを行う者等と密接な連

携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

 

（運営の方針） 

第３条 本事業所において提供する通所介護は、介護保険法並びに関係する厚生省令、

告示の趣旨及び内容に沿ったものとする。  

１．利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるととも

に、利用者及びその家族のニーズを的確に捉え、個別に通所介護計画を作成すること

により、利用者が必要とする適正なサービスを提供する。  

２．利用者又はその家族に対し、サービスの内容及び提供方法について分かりやすく説

明する。 

３．適切な介護技術をもってサービスを提供する。  

４．常に、提供したサービスの質の管理、評価を行う。  

５．居宅サービスが作成されている場合は、当該計画に沿った通所介護を提供する。  

 

（事業所の名称） 

第４条 本事業所の名称は次のとおりとする。 

特別養護老人ホーム白朋苑（以下「事業所」という）  

 

（事業所の所在地） 

第５条 本事業所の所在地は次のとおりとする。  

神奈川県横浜市南区大岡５丁目１３番１５号  



（職員の職種、員数、及び職務内容）  

第６条 本事業所に勤務する管理者及び職員及び職務内容は次のとおりとする。  

① 管理者 １名 （常勤兼務） 

管理者は職員等の管理及び業務の管理を一元的に行う。  

② 生活相談員 ２名（常勤兼務２名） 

生活相談員は、利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービスが

提供されるよう、事業所内のサービスの調整、居宅介護支援事業者等他の機関との連

携において必要な役割を果たす。 

③ 看護職員 ３名（非常勤兼務３名） 

看護職員は、健康チェック等を行うことにより利用者の健康状態を的確に把握する

とともに、利用者が各種サービスを利用するために必要な処置を行う。  

④ 介護職員 １３名（常勤兼務５名、非常勤兼務８名） 

介護職員は通所介護の提供にあたり利用者の心身の状況等を的確に把握し、利用者

に対し、適切な介助を行う。 

 ⑤機能訓練指導員 ４名（常勤兼務１名、非常勤兼務３名） 

  機能訓練指導員は、利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するため

に必要な機能訓練を行う。 

  

（営業日及び営業時間） 

第７条 本事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。  

① 営業日 

営業日は、月曜から土曜日までとする。（祝日は営業する。） 

 ただし、１２月２９日から１月３日を除く。 

② 定休日 

日曜日。 

③営業時間 

午前９時から午後５時４５分までとする。  

③ サービス提供時間 

 午前１０時から午後３時０５分までとする。 

 

（利用定員） 

第８条 １日に通所介護・介護予防通所介護のサービスを提供する定員は３５名とする。 

    定員３５名（一般型） 

       

（通所介護の内容） 

第９条 指定通所介護の内容は次のとおりとする。  

① 日常生活上の援助 

日常生活動作能力に応じて、必要な介助を行う。  

ア．排泄の介助 

イ．移動の介助 



ウ．養護（休養） 

② 健康状態の確認 

 ア．バイタルチェック 

③ 機能訓練サービス 

利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための個別機能訓練並び

に利用者の身体の活性化を図るための各種サービス（集団機能訓練）を提供する。 

ア．日常生活動作に関する訓練 

イ．個別機能訓練 

イ．排泄の介助、見守り 

ウ．行事的活動 

エ．体操 

オ．移動の介助、見守り 

④ 送迎サービス 

障害の程度、地理的条件等により送迎を必要とする利用者については専用車輌に  

より、必要適切な人員（運転士、添乗員等）にて送迎を行う。又必要に応じて 

送迎車輌への昇降及び移動の介助を行う。  

※実施地域以外への送迎は現状、対応しておりません。  

⑤ 入浴サービス 

居宅における入浴が困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提供する。  

・入浴形態 

ア．一般浴槽による入浴 

・介助の種類（必要に応じて行う）  

ア．衣類着脱、介助、見守り 

イ．身体の清拭、洗髪、洗身介助、見守り 

ウ．その他必要な介助、見守り 

⑥ 食事サービス 

ア．準備、後始末の介助 

イ．食事摂取の介助 

ウ．その他必要な食事の介助 

⑦ 相談、助言に関すること 

利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行う。  

ア．日常生活動作に関する訓練の相談、助言  

イ．福祉用具の利用法の相談、助言  

ウ．家族介護者教室の開催 

エ．その他の必要な相談、助言 

 

（通所介護計画の作成等） 

第１０条 通所介護の提供を開始する際には、利用者の心身の状況、希望及びその置か

れている状況並びに家族等介護者の状況を十分に把握し、個別に通所介護計画を作成

する。 



又、すでに居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿った通所介護計

画を作成する。 

２．通所介護計画の作成、変更の際には、利用者又は家族に対し、当該計画の内容を説

明し、同意を得る。 

３．利用者に対し、通所介護計画に基づいて各種サービスを提供するとともに、継続的

なサービスの管理、評価を行う。 

 

（通所介護の利用料） 

第１１条 本事業所が提供する指定通所介護の利用料は、介護保険上に定める自己負担  

 額と、昼食代として８００円、クラブ・行事等参加費は実費を徴収する。  

※以下の料金表にて、詳細を示す。（尚、①②に関しては、1 回の利用についての費用） 

①介護報酬に係る利用者負担金（費用全体の１割又は介護保険負担割合証に則り 2 割、3

割 料金は()内下に表記） 

 

 

    区   分       金  額 （単 位）        内 容 の 説 明  

 1)基本額 要介護１  ５７０単位  （６１１円） 

           (１,２２２円) 

           (１,８３３円） 

要介護２  ６７３単位  （７２１円） 

           (１,４４２円) 

           (２,１６４円) 

要介護３  ７７７単位  （８３２円） 

           (１,６６５円) 

          (２,４９８円) 

５時間以上６時間未満のサービス提 

供に対する１回あたりの単位数です 

 

  

  要介護４  ８８０単位  （９４３円） 

           (１,８８６円) 

           (２,８２９円) 

要介護５  ９８４単位（１,０５４円） 

           (２,１０９円) 

          （３,１６４円） 

  

 2)加算額 入浴介助加算Ⅰ 

４０単位/回（４３円） 

              （８６円) 

           (１２９円) 

１回あたりの単位数です。  

入浴介助加算Ⅱ 

５５単位/回（５９円） 

             （１１８円) 

           （１７７円)      

個別の入浴計画を作成し居宅の状況

に近い環境で入浴介助を行った場合

に算定致します。 



 サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  

１８単位/回（２０円） 

      (３９円) 

      （５８円） 

利用者に直接提供する職員の総数

の内、介護福祉士の者の占める割合

が50/100以上の場合算定致します。 

 

  

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 

      ５６単位/回（６０円） 

           （１２０円) 

           （１８０円） 

機能訓練指導員を一名以上配置し、

計画に基き機能訓練を行い、3か月

に1回訪問し、今後の計画について

報告、相談致します。 

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 

      ７６単位/回（８１円） 

           （１６２円) 

           （２４４円） 

機能訓練指導員を二名以上配置し、

計画に基き機能訓練を行い、3か月

に1回訪問し、今後の計画について

報告、相談致します。 

個別機能訓練加算（Ⅱ） 

      ２０単位/月（２２円） 

            （４２円） 

             （６５円 

個別機能訓練計画書当の内容を厚

生労働省に提出し、フィードバック

を受けた場合に算定します。 

中重度者ケア体制加算 

      ４５単位/回 (４８円) 

            (９６円) 

           （１４４円） 

利用者の総数のうち、要介護3以上

の占める割合が、30/100以上の場合

算定いたします。 

若年性認知症利用者受入加算 

６０単位/回（６４円） 

           (１２８円) 

           （１９２円） 

65歳未満の若年性認知症の方を受

入れ、本人の特性や本人及び、家族

のニーズを踏まえた介護サービス

を提供し、算定いたします。 

科学的介護推進体制加算 

      ４０単位/月（４３円） 

            （８６円） 

           （１２９円） 

利用者ごとの基本的な心身の状況

等の内容を厚生労働省に提出し、科

学的分析したものを基に利用者に

あった介護計画書を作成し、実行し

て算定します。 

 

 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

((基本額/回＋各加算額/回）×0.059） 

×10.72 

 

介護職員の賃金の改善等を実施し都道

府県知事に届け出た指定通所介護事業

所が、利用者に対し、指定通所介護を

行った場合に算定致します。 

 

 介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 

((基本額/回＋各加算額/回）×0.012） 

×10.72 

 

 

介護職員の賃金の改善等を実施し都道

府県知事に届け出た指定通所介護事業

所が、利用者に対し、指定通所介護を

行った場合に算定致します。 

 



介護職員等ベースアップ等支援加算 

((基本額/回＋各加算額/回）×0.011） 

×10.72 

 

介護職員の賃金の改善等を実施し都道

府県知事に届け出た指定通所介護事業

所が、利用者に対し、指定通所介護を

行った場合に算定致します。 

 ※利用者負担金＝単位数（加算額含む）×10.72円（地域単価）を計算した合計額の10％  

   ※実際の請求と料金表の合計とは小数点以下の処理から誤差が発生致します。 

②その他の費用（全額利用者負担）  

区分 金額（単位） 内容の説明 

 昼食代 １食８００円 食材料費+調理コスト+高熱水費 

朝食代 １食４００円 ※希望者のみ 

クラブ代 実費 絵手紙、3Ｂ体操 ※参加希望時のみ 

事務手数料 実費 個人情報開示における必要書類の発行、支払証明書の発行など 

※当日ご連絡のお休みは、昼食代（800円）の実費をキャンセル料として申し受けること

があります。利用者の容態の急変などやむを得ない事情がある場合はキャンセル料は不

要です。 

※横浜市介護サービス自己負担助成証、社会福祉法人による利用者負担軽減確認証をご

提示頂いた場合。各助成、減額割合を制度に則り、利用者負担額より差し引いてご請求

させて頂きます。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第１２条 通常の事業の実施区域は次のとおりとする。  

横浜市南区、港南区、磯子区 

 

（サービスの提供記録の記載） 

第１３条 指定通所介護を提供した際には、その提供日及び内容、当該指定通所介護に

ついて、利用者に代わって支払いを受ける介護報酬の額、その他必要な記録を所定の

書面に記載する。 

 

（秘密保持） 

第１４条 提供した指定通所介護に関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に

対応するため、受付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、

利用者又は家族に対する説明、記録の整備その他必要措置を講じるものとする。  

※従業者が業務の上で知り得る個人情報は、在職中は基より退職後においても守秘義務

を負うものとする。 その他、横浜市個人情報保護条例に従うこととする。  

 

（苦情対応） 

第１５条 提供した指定通所介護に関する利用者からの苦情に対して迅速かつ適切に対



応するため、受付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用

者又は家族に対する説明、記録の整備その他必要措置を講ずる。  

 

（損害賠償） 

第１６条 利用者に対する通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、

損害賠償を速やかに行う。 

 

（衛生管理及び感染症対策） 

第１７条 通所介護に使用する備品等を清潔に保持し、定期的な消毒を施す等、常に衛

生管理に十分留意するものとする。  

２．事業所は、感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を設置し、

定期的に（概ね６か月１回以上）開催すると共にその結果について従業者に周知徹底

を図る。 

３．事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。  

４．事業所は従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期

的（年１回以上）実施する。 

 

（虐待の防止） 

第１８条 事業所は虐待の発生または再発を防止するため次の措置を講じます。  

２．虐待防止のための対策を検討する虐待防止検討委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする）を設置し、定期的に開催すると共にその結果につい

て従業者に周知徹底を図る。 

３．虐待防止のための指針を整備する。 

４．従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に（年１回以上）実施する。  

５．上記の措置を適切に実施するための担当者をおく。  

 

（緊急時に於ける対応方法） 

第１９条 通所介護の提供中に利用者の心身の状況に異変その他緊急事態が生じたとき

には、速やかに主治医或いは協力医療機関に連絡し、適切な措置を講ずる。  

 

（サービス利用に当たっての留意事項）  

第２０条 利用者にあたり、次号のいずれかに該当する場合は契約を解除することがで

きる。 

① 正当な理由なしに、指定通所介護サービスの利用に関する指示に従わないことによ

り、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。  

② 偽り、その他不正行為によって保険給付を受け、又は、受けようとした時。  

③ 他害行為により、他利用者を傷つけた場合。 

 

（非常災害対策） 

第２１条 通所介護の提供中に天災その他の災害が発生した場合、従業者は利用者の連



絡等適切な措置を講ずる。又、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避難経路及び

協力機関等との連絡方法を確認し、災害時には避難等の指揮をとる。  

２．非常災害に備え防災計画を作成し、避難訓練マニュアルに則り年２回の防災訓練を

行う。 

 

（苦情に対する対応方針） 

第２２条 事業所は自らが提供したサービスに係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に

対応する。 

２．事業所は、自らが提供したサービスに関し、介護保険法の規程により市町村が行う

文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しく

は 照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力すると共に

市町村からの指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って行う。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第２３条 従業者等の質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設ける。  

①  採用時研修 採用後１ヶ月以内 

②  利用者に対する介護に直接携わる従業者（看護師等の有資格者等を除く）に対

して認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じます。  

③ 階層別研修 随時 

1．従業者等は、その勤務中常に身分を証明する証票を携帯し、利用者又は家族から求

められたときには、これを提示する。  

2．事業者は、この事業を行うため、ケース記録、利用者負担金収納簿、その他必要な

記録、帳簿を整備する。 

3．この規程の定める事項の他、運営に関する重要事項は、社会福祉法人横浜大陽会が

定めるものとする。 

4. 従業者が業務の上で知り得る個人情報は、在職中は基より退職後においても守秘義務

を負うものとする。 その他、横浜市個人情報保護条例に従うこととする。  

 

 

付  則 

この規程は、平成１２年４月１日より施行する。  

この規程は、平成１３年４月１日より施行する。  

この規程は、平成１３年６月１日より施行する。  

この規程は、平成１４年６月１日より施行する。  

この規程は、平成１５年４月１日より施行する。  

この規程は、平成１６年６月１日より施行する。  

この規程は、平成１７年５月１日より施行する。  

この規程は、平成１７年１０月１日より施行する。  

この規程は、平成１８年７月１日より施行する。  

この規程は、平成１９年４月１日より施行する。  



この規程は、平成２１年４月１日より施行する。  

この規程は、平成２２年１月１日より施行する。  

この規程は、平成２３年８月１日より施行する。 

この規程は、平成２４年４月１日より施行する。  

この規程は、平成２４年１０月１日より施行する。  

 この規程は、平成２６年４月１日より施行する。  

この規程は、平成２７年４月１日より施行する。  

この規程は、平成２８年３月１日より施行する。  

この規程は、平成２８年８月１日より施行する。  

この規程は、平成２９月４月１日より施行する。  

この規程は、平成３０年４月１日より施行する。  

この規程は、平成３１年４月１日より施行する。  

この規程は、令和１年１０月１日より施行する。  

この規程は、令和１年１１月１日より施行する。  

この規程は、令和３年４月１日より施行する。 

この規程は、令和４年４月１日より施行する。 

この規程は、令和５年４月１日より施行する。 

この規程は、令和６年４月 1 日より施行する。 

 

 


